
 

海務協議会（本関地区） 

                    （令和２年１１月開催関係） 

 

 

 

   令和２年１１月開催の海務協議会につきましては、新型コロナウイ

ルス感染症の感染防止の観点から中止となりましたが、当日、横浜

税関から説明を予定しておりました議題の配布資料を掲載いたしま

すのでご活用願います。 

 

 

  〇配布資料（議題） 

 

1． 入行届等(VIX/WIT)業務ワーニング発生時のフロー（とん税特例税率） 

2． 特例税率適用時におけるとん税申告書（マニュアル）の訂正方法について 

3． 令和２年度上半期の全国の税関における関税法違反事件の取締状況 

 

 

 

 

 

次回開催予定日  令和３年１月９日（木） １３：３０～ 

開 催 場 所   横浜税関本関 ７階 大会議室 

       【新型コロナウイルス感染症の状況によっては、開催を中止あるいは

開催方法を変更する場合があります。】 

当協会に関するご質問・海務協議会の議題等がありましたら、 

事務局あてご連絡ください 

公益財団法人日本関税協会横浜支部 

TEL 045-680-1757  FAX 045-680-1758 

E-mail: bra_yokohama@kanzei.or.jp 

 



ワーニング発生時のフロー（とん税特例）

入港届等（VIX/WIT）業務で特例適用の入力をしても、次の場合はワーニング発生

（Ⅰ） 国際基幹航路情報の登録がされていない
（Ⅱ） 国際基幹航路情報に登録されている国際戦略港湾等に入港していない
（Ⅲ） 国際基幹航路情報に登録されている特定港に寄港していない

※国際戦略港湾等
国際戦略港湾である京浜港(川崎港含む)、大阪港、神戸港及び港湾法により国際戦略港湾とみなされる名古屋港及び四日市港をいう。

※国際基幹航路情報
船会社（船舶代理店）が港湾運営会社等に提出する国際基幹航路に就航する船舶情報等（船舶の種別、信号符字、純トン数、入港港、本邦入

港前外国の寄港地、有効期限）のこと。
国際基幹航路情報は、港湾運営会社等から国土交通省（港湾局）に提供され、港湾局において事前にNACCSへ情報を登録。 対象船舶入港時

に特例措置の適否判定をNACCSにより実施。

ワーニング発生
※とん税等減額対象非該当通知情報が出

力される（税関にも出力）

ワーニングの要因を確認する。

（Ⅰ） 国際基幹航路情報の登録がされていない場合
（Ⅱ)（Ⅲ） 国際基幹航路情報に登
録されている国際戦略港湾等及
び特定港に入港していない場合

特定港、国際戦
略港湾等の入力
コードの誤りと思
われる場合

国際基幹航路情報が港湾運営会社等に提出されて
いるか確認する

【想定要因】

①国際基幹航路情報を提出していない。
②国際基幹航路情報を提出したがNACCSに反映され
ていない。

③船舶の信号符字が変更されている。
④特例措置の対象航路（欧州、北米）以外の航路に
就航であるが、特例措置で申請をしている。

国際基幹航路情報と異なる理由を
確認する。

【想定要因】
①航路変更が発生したが、ＮＡＣＣＳ
に航路変更が反映されていない。

②本邦からの初就航である。
③（参考）堺泉北港、尼崎西宮芦屋
港から大阪港又は神戸港に転錨
する。
※阪神港のうち、堺泉北港、尼崎西宮芦屋
港は国際戦略港湾等ではない

特定港、国際戦
略港湾等の入力
コードの誤りがな
いか確認する。

【想定要因】

特定港、国際戦
略港湾の港コー
ドを誤ったコード
で入力している。

特例措置
適用不可

確認が必要
特例措置
適用可

国際基幹航
路情報を港
湾運営会社
等に提出し
ていないの
で、特例措置
の適用不可。

入港届を訂
正する必要
がある。

ただし、国際
基幹航路情
報を港湾運
営会社等へ

提出し、出港
までに国土
交通省の確
認を受けた
い旨を税関
に申し出た
場合を除く。

国際基幹航
路情報を提
出したが、
NACCSに反

映されていな
い可能性が
ある。

船会社（船
舶代理店）は
港湾運営会
社等に特例
措置の対象
となる国際基
幹航路に該
当するか確
認する。

特例措置の
適用が可能
な場合、税関
がワーニング
を解除。

特例措置
適用不可

船舶の信号
符字が変更
された場合、
変更届が提
出されていな
ければ特例
措置の適用
不可。入港届
を取消し、再
度登録が必
要となる。

変更届を提
出したが、
NACCSに反映

されていない
可能性があ
る場合は、港
湾運営会社
等に確認す
る。

欧州・北米航
路以外の航
路は特例措
置の対象とな
らない。

入港届を訂
正する必要
がある。

国際戦略港
湾等から欧
州・北米航路
に初就航す
るため、入港
届の段階で
は、寄港地
に特定港の
入力ができ
ない。

汎用申請又
はマニュアル
で国際基幹
航路届を提
出する必要
がある。

提出後、税
関がワーニ
ングを解除。

航路変更が
発生した場合、
港湾運営会
社等に変更
届の提出が
必要となる。

変更届が
NACCSに反映

されていない
可能性があ
る場合、 船
会社（船舶代
理店）は港湾
運営会社等
に特例措置
の対象となる
国際基幹航
路に該当す
るか確認する。

大阪港、神
戸港の入港
に先立って
堺北泉港、
尼崎西宮芦
屋港に入港
する場合は、
特例措置の
適用が可能
となる。

税関に依頼
し、ワーニン
グを解除。

大阪港また
は神戸港に
転描しない
場合、特例
措置の適用
不可。

特例措置
適用不可

確認が必要
特例措置
適用可

特例措置
適用可

特例措置の
適用対象と
なることが判
明し、入港届
の入港地
コードに誤り
があった場
合、入港届を
取り消して、
再度登録が
必要となる。

寄港地に誤
りがあった場
合、入港届を
訂正する必
要がある。

① ② ③ ④ ① ② ③



54円

¥54

とん税法及び特別とん税法基本通達（改正後）

～マニュアルでとん税申告をする場合の訂正の方法～

①訂正の記載方法（左記のとおり）
→黒文字で修正

②訂正印は必要なし

特例税率による一時納付

特例税率適用時におけるとん税申告書（マニュアル）の訂正方法について

2020.11.12 横浜税関監視部総括許可部門


















